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はじめに

•県では「第５次熊本県男女共同参画計画」（計画期間：令和３年
４月～令和８年３月）に基づき、計画的かつ総合的に施策・事業
を実施

•本計画では
「男女が互いを尊重し支えあう、多様性に富んだ持続可能な社会
の実現」を基本目標とし、これを実現するため４つの重点目標を
定め、各目標について施策の基本方向と主要施策を盛込んでいる。

•４つの重点目標ごとの、現時点での５次計画の総括及び取組み成
果と課題は以下のとおり
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重点目標１ あらゆる分野における女性の参画拡大

•施策の基本方向
（１）政策・方針決定過程への女性の参画拡大
（２）就業や雇用分野における男女共同参画の推進
（３）仕事と生活の調和（両立）のための多様で柔軟な働き方の支援
（４）農林水産業における男女共同参画の推進
（５）地域社会における男女共同参画の推進
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総括
• 男女共同参画社会の実現に向けては、多様な意見や視点を反映させる観点から、
男性中心になりがちな施策や方針決定の過程に女性の参画が進むことが重要。

• 県の審議会等委員の女性登用率は、令和６年度に40.1%となり、目標とする40%
を達成した。市町村においても着実に女性登用率は増加しているが、令和５年
度時点で25.1%と依然として全国平均を下回っており、更なる推進が必要。

• また、令和６年６月実施の「熊本県労働条件等実態調査」によると、県内事業
所等における管理職（課⾧相当職以上）に占める女性の割合は、計画策定時か
らわずかに増加したものの、未だ十分とはいえない状況。

• その他、教職員の女性管理職割合や農林水産業及び地域での男女共同参画の推
進など、計画策定時から変化が少ない分野もあるため、今後もあらゆる分野に
おいて男女共同参画の視点を取り入れた施策を推進していく必要がある。

重点目標１ あらゆる分野における女性の参画拡大
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主な取組の成果及び課題
• 県の審議会等に占める女性委員の登用率は目標を達成した。一方で、女性登用率
40%に到達していない審議会等では、委員を選任する分野において、意思決定す
る層に女性の参画が進んでいない。

• 県知事部局における役付職員（課⾧級以上）全体に占める女性の割合は年々増加
し、目標を達成。

• 女性教諭に対する、管理職を目指す意識の高揚とともに、学校マネジメント等を
支援する人材の活用、校務の見直しなどによる管理職の多忙感の解消を図った。
その結果、県立・市町村立学校ともに女性管理職登用率は全国平均を下回ってい
るものの、上昇傾向は続いている。

• 県内事業所における管理職（課⾧相当職以上）に占める女性の割合は伸び悩んで
いる。

• （一社）熊本県農業会議やくまもと農業委員会女性委員の会と連携し、女性登用
推進の働きかけを実施しているものの、令和６年３月末時点で女性委員を登用し
ていない農業委員会は4組織で、「登用していない農業委員会を0にする」という
目標は未達成。

重点目標１ あらゆる分野における女性の参画拡大
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計画に掲げる指標の推移※抜粋

重点目標１ あらゆる分野における女性の参画拡大

◆成果指標◆
第５次計画計画策定時

（Ｒ２年１０月）
Ｒ３年度実績 Ｒ４年度実績 Ｒ５年度実績 Ｒ６年度実績 Ｒ７年度目標 指標の動向

県の審議会等における女性委員の登用率 ３８．９％ ３９．６％ ３９．３％ ３９．６％ ４０．１％ ４０％

市町村の審議会等委員に占める女性の割合 ２２．１％ ２４．２％ ２３．９％ ２５．１％ 秋頃入力予定 ３０％

県知事部局における役付職員(課長級以上)全体に占め
る女性の割合

１１．３％ １２．８％ １４．１％ １４．６％ １４．９％ １４％

小学校
１９．８％

２２．５％ ２４．３％ ２５．４％ ２４．８％
全国平均をめざす
　※（参考）Ｒ６平均

３０．７％

中学校
８．６％

５．７％ ６．１％ ９．３％ ８．８％
全国平均をめざす
　※（参考）Ｒ６平均

１６．７％

高校等
１１．０％

１４．３％ １７．５％ １７．９％ ２１．５％ １５％

県内事業所における管理職（課長相当職以上）に占め
る女性の割合 １９．１％ ２０．３％ １８．４％ ２１．８％ ２０．２％ ２２％

女性委員が登用されていない農業委員会数 ３組織 ２組織 ３組織 ４組織 ４組織 ０

教職員における管理職（校長、副校長及び教頭）に占め
る女性の割合

※小学校に義務教育学校の前期課程、中学校に義務
教育学校の後期課程を含む
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重点目標２ 男女共同参画の視点からの安全・安心
な暮らしの実現

•施策の基本方向
（１）女性に対するあらゆる暴力の根絶
（２）生涯を通じた女性等の暮らしや健康への支援
（３）男女共同参画視点からの防災・復興の推進
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総括
• 女性を巡る問題の複雑化、多様化、複合化に対応する新たな女性支援の枠組み
である「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」（令和４年法律第５
２号）の令和６年４月施行に伴い、令和６年３月に「熊本県困難な問題を抱え
る女性への支援に関する基本計画」を策定し、困難な問題を抱えるあらゆる女
性の福祉の増進及び自立に向けて、関係機関との緊密な連携のもと、総合的か
つ計画的に施策を展開している。

• 県民への調査によると、女性の４人に１人、男性の７人に１人がＤＶ被害を経
験。そのうち「相談をしなかった人」が42.2%と最も多く、相談先として認知
度が最も高い「警察」への相談もわずか3.2%にとどまる。

• 災害に強い社会の実現には、災害発生から応急対応、復旧・復興及び防災の各
段階において、男女共同参画の視点からの対応が行われることが必須であり、
県では令和６年５月に市町村のモデルとなる避難所運営マニュアルを改訂して
いるものの、防災・復興における女性の参画はまだ十分ではない。

重点目標２ 男女共同参画の視点からの安全・安心な暮らしの実現
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主な取組の成果及び課題
• 生徒及び教職員のＤＶ等に関する理解促進のため、県内高等学校等でＤＶ未然防
止教育講演を実施した。

• 女性消防団員加入促進に向け、周知啓発及び資質向上のための操法大会を実施し、
女性消防団員の認知度向上や募集活動を図った結果、女性消防団員数は増加傾向
にあるものの、令和６年度末の消防団員における女性の割合は3.8%にとどまって
いる。

計画に掲げる指標の推移※抜粋

重点目標２ 男女共同参画の視点からの安全・安心な暮らしの実現
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◆成果指標◆
第５次計画計画策定時

（Ｒ２年１０月）
Ｒ３年度実績 Ｒ４年度実績 Ｒ５年度実績 Ｒ６年度実績 Ｒ７年度目標 指標の動向

全高等学校、特別支援学校及び高等専門学校におけ
るＤＶ未然防止教育事業実施校の割合

８４．９％
(90/106校)

８９．６％
(95/106校)

８８．９％
(96/108校)

８８．０％
（96/109校）

８８．０％
（96/109校）

１００％

消防団員における女性の割合 ２．４％ ２．９％ ３．２％ ３．６％ ３．８％ ５％



重点目標３ 男女共同参画社会実現のための意識
改革・就業環境の充実

・施策の基本方向
（１）男女共同参画の実現に向けた意識啓発の推進
（２）男女の子育て・介護環境の整備
（３）男女共同参画の視点に立った教育・学習の充実、人権尊重の

理解促進
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総括
• 男女が性別にかかわりなくその個性や能力を発揮できる男女共同参画社会を実現す
るためには、県民一人一人が男女共同参画社会について正しく理解することが重要。

• 関係機関や団体等と連携し、家庭、地域、学校、職場等において、様々な機会や手
段を通じた意識啓発や教育等の充実に取り組んだ。その結果、県民の男女共同参画
に対する意識の浸透度を測る指標の１つである「性別による固定的な役割分担意
識」については、「同感しない」又は「どちらかといえば同感しない」と答えた県
民の割合が83.4%と過去最高となった。

• 「さまざまな場における男女の地位の平等感」については「男性の方が優遇されて
いる」と答えた県民の割合は60.2%、「性別にかかわりない機会の確保」については、
「そう思わない」または「どちらかといえばそう思わない」と答えた県民の割合は
67.5%となっており、女性の社会参画が進み、男女共同参画に対する意識が高まるに
つれて、社会通念・慣習・しきたりの変革の遅れが浮き彫りになっている。

• 今後も、性別にかかわりない個性や能力を発揮できる社会に向け、あらゆる場面に
おいて更なる普及・啓発や環境改善を推進する必要がある。

重点目標３ 男女共同参画社会実現のための意識改革・就業環境の充実
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主な取組の成果及び課題
• 男女共同参画の実現に向けた意識啓発により固定的性別役割分担意識に同感し
ない県民の割合は増加し、目標を達成した。

• 県内事業所における男性の育児休業取得率は計画策定時から大幅に増加し、目
標を達成した。

• 県内のよかボス企業登録事業所数は目標を大幅に達成し、従業員の労働環境や
処遇の向上、職場風土・意識の改革につなげた。

計画に掲げる指標の推移※抜粋

重点目標３ 男女共同参画社会実現のための意識改革・就業環境の充実

◆成果指標◆
第５次計画計画策定時

（Ｒ２年１０月）
Ｒ３年度実績 Ｒ４年度実績 Ｒ５年度実績 Ｒ６年度実績 Ｒ７年度目標 指標の動向

固定的性別役割分担意識に同感しない県民の割合 ７８．０％ ７８．３％ ８１．７％ ８２．９％ ８３．４％ ８０％

県内事業所における男性の育児休業取得率 ４．９％ １４．２％ ２２．４％ ３７．２％ ２８．５％ １３％

県内のよかボス企業登録事業所数 ５２８事業所 ９１５事業所 １，００９事業所 １,０４２事業所 １，０６６事業所 ７００事業所
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重点目標４ 推進体制の整備・強化

•施策の基本方向
（１）県・市町村の推進体制の強化、国との連携
（２）企業や各種団体等との連携
（３）国際協調等に向けた国施策との連携
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総括
• 男女共同参画社会の実現に向けては、県や市町村の推進体制を整備し、関係者が
連携して積極的に取り組むことが求められる。特に、職員一人ひとりが男女共同
参画について正しく理解し、その視点を持って施策を進めることが重要。

• 県では、県内の経済界をはじめとする関係機関・団体など産学官の多様なメン
バーの連携により「熊本県女性の社会参画加速化会議」を設置し、会議参加団体
が連携して様々な取組を推進している。

• 市町村の男女共同参画計画の策定率は令和５年度時点で88.9%にとどまり、目標
の100%には達していない。住民に最も身近な市町村が、計画的かつ総合的に施
策を進めることは不可欠。

• 男女共同参画社会づくりは行政だけではなく、企業や各種団体、県民すべてが連
携し、それぞれの立場で実践する事業をより効果的に推進していくことが必要。

重点目標４ 推進体制の整備・強化
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主な取組の成果及び課題
• 第５次熊本県男女共同参画計画に対する各指標や取組状況について年次報告書を作
成し、国、県の関係課及び市町村や推進員・団体等へ配布及び公表した。

計画に掲げる指標の推移※抜粋

重点目標４ 推進体制の整備・強化

◆成果指標◆
第５次計画計画策定時

（Ｒ２年１０月）
Ｒ３年度実績 Ｒ４年度実績 Ｒ５年度実績 Ｒ６年度実績 Ｒ７年度目標 指標の動向

男女共同参画計画の策定を行っている市町村の割合 ８４．４％ ９１．１％ ８８．９％ ８８．９％ 秋頃入力予定 １００％

男女共同参画計画の進捗管理を行っている市町村の
割合

６０．５％ ７５．６％ ７５．０％ ６４．４％ 秋頃入力予定 １００％

女性活躍推進法に基づく推進計画の策定率 ７３．３％ ８０．０％ ８２．２％ ８４．４％ 秋頃入力予定 １００％
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15

第５次熊本県男女共同参画計画に掲げる指標の推移別紙

◆成果指標◆
第５次計画計画策定時

（Ｒ２年１０月）
Ｒ３年度実績 Ｒ４年度実績 Ｒ５年度実績 Ｒ６年度実績 Ｒ７年度目標 指標の動向

県の審議会等における女性委員の登用率 ３８．９％ ３９．６％ ３９．３％ ３９．６％ ４０．１％ ４０％

市町村の審議会等委員に占める女性の割合 ２２．１％ ２４．２％ ２３．９％ ２５．１％ 秋頃入力予定 ３０％

県知事部局における役付職員(係長級以上)全
体に占める女性の割合

２３．４％ ２４．５％ ２５．６％ ２６．０％ ２７．３％ ２８％

県知事部局における役付職員(課長級以上)全
体に占める女性の割合

１１．３％ １２．８％ １４．１％ １４．６％ １４．９％ １４％

市町村における女性役付職員(係長級以上)の
割合

２７．０％ ２８．３％ ２９．１％ ３０．１％ 秋頃入力予定 ３０％

市町村における女性役付職員(課長級以上)の
割合

１２．１％ １３．２％ １４．１％ １５．０％ 秋頃入力予定 １４％

小学校　　１９．８％ ２２．５％ ２４．３％ ２５．４％ ２４．８％
全国平均をめざす

　※（参考）Ｒ６平均　３０．７％

中学校　　　８．６％ ５．７％ ６．１％ ９．３％ ８．８％ 全国平均をめざす
　※（参考）Ｒ６平均　１６．７％

高校等　　１１．０％ １４．３％ １７．５％ １７．９％ ２１．５％ １５％

県内事業所における管理職（係長相当職以
上）に占める女性の割合

２６．６％ ２７．３％ ２５．５％ ２８．９％ ２３．４％ ３０％

県内事業所における管理職（課長相当職以
上）に占める女性の割合

１９．１％ ２０．３％ １８．４％ ２１．８％ ２０．２％ ２２％

ポジティブ・アクション（積極的改善措置）に取り
組む県内事業所の割合

４５．１％ ４６．９％ ４６．６％ ４６．０％ ４６．９％ ５０％

女性の社会参画加速化自主宣言または女性
活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定
を行った事業所・団体等の数

３３６事業所・団体等 ４４２事業所・団体等 ７８０事業所・団体等 ８０８事業所・団体等 ８４８事業所・団体等 ５００事業所・団体等

女性経営参画塾修了生による女性ネットワー
クへの参加者数

１４５人 １８５人 ２０５人 １８８人 １９９人 ２００人

農業協同組合理事に占める女性の割合 ９．４％ ９．４％ ９．４％ ９．３％ ９．３％ １５％

教職員における管理職（校長、副校長及び教
頭）に占める女性の割合

※小学校に義務教育学校の前期課程、中学
校に義務教育学校の後期課程を含む

１　あらゆる分野における女性の参画拡大
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女性委員が登用されていない農業委員会数 ３組織 ２組織 ３組織 ４組織 ４組織 ０

家族経営協定締結農家数 ３,８９１戸 ３,９６０戸 ３,８７８戸 ３,５６２戸 年末公表予定 ４,３００戸

認定農業者に占める女性認定農業者の割合 １２．９％ １４．２％ １４．１％ １５．１％
調査中

※８月頃確定予定
２０％

自治会長に占める女性の割合 ３．０％   ３．３％   ３．４％ ３．５％ 秋頃入力予定 ５％

公立小・中・高等学校ＰＴＡ会長に占める女性
の割合

１１．０％ １４．４％ １７．４％ １７．６％ １８．５％ １５％

男女共同参画社会づくり地域リーダー研修修
了生のうち地域で活動している人の割合
※研修後５年以内の人を対象とする

８５．７％ ８５．７％ ９０．５％ ８３．９％ ８０．０％ ９０％

◇参考指標◇
第５次計画計画策定時

（Ｒ２年１０月）
Ｒ３年度実績 Ｒ４年度実績 Ｒ５年度実績 Ｒ６年度実績 Ｒ７年度目標 指標の動向

県議会議員

４．１％
４．３％ ２．１％ １０．２％ 秋頃入力予定 ―

市議会議員

９．７％
９．４％ １０．５％ １１．４％ 秋頃入力予定 ―

町村議会議員

９．６％
１０．２％ １０．５％ １０．８％ 秋頃入力予定 ―

県の新規採用職員に占める女性の割合（知事
部局）

３８．５％
（R2.4.1現在）

４７．４％
（R4.4.1現在）

４０．1％
（R5.4.1現在）

３６．３％
（R6.4.1現在）

３６．４％ ―

全警察官に占める女性警察官の割合
８．９％

（R2.4.1現在）
　９．８％

（R4.4.1現在）
　１０．５％

（R5.4.1現在）
１１．０％

(R6.4.1現在）
１１．５％

(R7.4.1現在)
―

県内企業における所定内賃金の男女格差指
数

７７．１％ ７７．９％ ７４．９％ ７５．７％ ７６．９％ ―

男女別平均勤続年数の男女差

男性　　　１２．６年
女性　　　１０．０年
（男女差　２．６年）

男性　　　１２．５年
女性　　　１０．０年
（男女差　２．５年）

男性　　　１３．６年
女性　　　　９．６年
（男女差　４．０年）

男性　　　１３．０年
女性　　　１０．２年
（男女差　２．８年）

男性　　　１３．２年
女性　　　１０．５年
（男女差　２．７年）

―

熊本県における女性の労働力率
５０．８％

（Ｈ２７：１８位）
５３．７％

（Ｒ２：１７位）
５３．７％

（Ｒ２：１７位）
５３．７％

（Ｒ２：１７位）
５３．７％

（R２：１７位）
―

農業委員に占める女性委員の割合 １４．８％ １５．４％ １５．０％ １５．９％ １６．０％ ―

森林組合理事に占める女性の割合 １．１％   ２．４％  １．８％ ３．０％ ２．４％ ―

地方議会における女性議員の割合
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◆成果指標◆
第５次計画計画策定時

（Ｒ２年１０月）
Ｒ３年度実績 Ｒ４年度実績 Ｒ５年度実績 Ｒ６年度実績 Ｒ７年度目標 指標の動向

全高等学校、特別支援学校及び高等専門学
校におけるＤＶ未然防止教育事業実施校の割
合

８４．９％
(90/106校)

８９．６％
(95/106校)

８８．９％
(96/108校)

８８．０％
（96/109校）

８８．０％
（96/109校）

１００％

妊娠満１１週以内の妊娠届出率 （Ｈ３０）　９３．５％ （Ｒ２）　９４．７％ （Ｒ３）　９４．４％ （R４）　９４.４% （R５）　９４．８％ １００％

消防団員における女性の割合 ２．４％ ２．９％ ３．２％ ３．６％ ３．８％ ５％

◇参考指標◇
第５次計画計画策定時

（Ｒ２年１０月）
Ｒ３年度実績 Ｒ４年度実績 Ｒ５年度実績 Ｒ６年度実績 Ｒ７年度目標 指標の動向

ＤＶに関する相談機関の認知状況（「１つも知ら
ない」人の割合）

（Ｒ１）　１８．３％ （Ｒ１）　１８．３％ （Ｒ１）　１８．３％ （R１） 　１８．３％ １１．４％ ―

配偶者等からＤＶ被害を受けたことのある女性
の割合

（Ｒ１）　１８．５％ （Ｒ１）　１８．５％ （Ｒ１）　１８．５％ （R１） 　１８．５％ ２１．０％ ―

ＤＶ防止法に基づく一時保護件数 ４３件 ２０件 ２８件 ３０件 １７件 ―

熊本県内の主な相談窓口におけるＤＶ相談件数 ４,６５２件 ４,６００件 ４,８０９件 ４,４５６件
集計中

※８月頃確定予定
―

国（熊本労働局）及び県の相談窓口における
ハラスメント相談件数

４８件 ５１件 １３９件 １５５件 １６６件 ―

乳がん検診

（Ｒ１）　５１．９％
（Ｒ１）　５１．９％ （Ｒ４）　５１．４％ （Ｒ４）　５１．４％ （Ｒ４）　５１．４％ ―

子宮頸がん検診

（Ｒ１）　４８．３％
（Ｒ１）　４８．３％ （Ｒ４）　４７．５％ （Ｒ４）　４７．５％ （Ｒ４）　４７．５％ ―

人工妊娠中絶実施率
（１５～４９歳の女子人口千対）

（Ｈ３０）　８．８％ （Ｒ２）　７．５％ （Ｒ３）　６．３％ （R４）　６.６% （R５）　７．４％ ―

県母子家庭等就業・自立支援センターが開催
する就業支援講習会の受講者数（熊本市除く）

６８人 ５４人 ３０人 ５５人 ３６人 ―

障がい者の法定雇用率を達成している民間企
業の割合

５６．９％ ５６．５％ ５７．３％ ５９．４％ ５３．１％ ―

乳がん・子宮頸がん検診受診率

２　男女共同参画の視点からの安全・安心な暮らしの実現
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◆成果指標◆
第５次計画計画策定時

（Ｒ２年１０月）
Ｒ３年度実績 Ｒ４年度実績 Ｒ５年度実績 Ｒ６年度実績 Ｒ７年度目標 指標の動向

固定的性別役割分担意識に同感しない県民の
割合

７８．０％ ７８．３％ ８１．７％ ８２．９％ ８３．４％ ８０％

小中学校及び義務教育学校

　９９．２％
（熊本市含む　９９．４％）

小中学校及び義務教育学校

　９８．６％
 (熊本市含む　９９．０％)

小中学校及び義務教育学校

　１００．０％ １００％ １００％ １００％

高校　　　９６．６％ １００．０％ １００．０％ １００％ １００％ １００％

県内事業所における男性の育児休業取得率 ４．９％ １４．２％ ２２．４％ ３７．２％ ２８．５％ １３％

県内のよかボス企業登録事業所数 ５２８事業所 ９１５事業所 １，００９事業所 １,０４２事業所 １，０６６事業所 ７００事業所

保育所等利用待機児童数 ７０人 　８人 　９人 １５人 ４人 ０人

病児・病後児保育事業実施市町村数 ３５市町村 ３４市町村 ３５市町村 ３５市町村 ３５市町村 ４２市町村

ファミリー・サポート・センター実施市町村数 ２９市町村 ２９市町村 ２９市町村 ２９市町村 ２８市町村 ３１市町村

◇参考指標◇
第５次計画計画策定時

（Ｒ２年１０月）
Ｒ３年度実績 Ｒ４年度実績 Ｒ５年度実績 Ｒ６年度実績 Ｒ７年度目標 指標の動向

熊本県における男女の地位の平等感で「男性
が優遇されている」と感じる人の割合

５８．８％ （R1）　５８．８％ （R1）　５８．８％ （R1）　５８．８％ ６０．２％ ―

「男女共同参画社会」という用語の認知度 ５０．６％ （R1）　５０．６％ （R1）　５０．６％ （R1）　５０．６％ ５５．０％ ―

年間総実労働時間数（一般労働者） １，７９４時間 １，７５１時間 １，７３９時間 １,７６６時間 １７２６時間 ―

県内事業所における年次有給休暇取得率 ４６．２％ ５４．０% ５４．３% ５９．８％ ６２．２％ ―

次世代認定マーク（くるみん）取得企業（団体）
数

２１企業（団体） ２３企業（団体） ２６企業（団体） ３１企業（団体） 　３５企業（団体） ―

県内のブライト企業登録事業所数 ３２６事業所 ３１８事業所 ３８５事業所 ４２４事業所
５１０事業所

（R7.3.31現在）
―

３　男女共同参画社会実現のための意識改革・就業環境の充実

男女共同参画を校内研修のテーマに採用した
学校（公立小・中・高校）の割合
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◆成果指標◆
第５次計画計画策定時

（Ｒ２年１０月）
Ｒ３年度実績 Ｒ４年度実績 Ｒ５年度実績 Ｒ６年度実績 Ｒ７年度目標 指標の動向

男女共同参画計画の策定を行っている市町村
の割合

８４．４％ ９１．１％ ８８．９％ ８８．９％ 秋頃入力予定 １００％

男女共同参画計画の進捗管理を行っている市
町村の割合

６０．５％ ７５．６％ ７５．０％ ６４．４％ 秋頃入力予定 １００％

女性活躍推進法に基づく推進計画の策定率 ７３．３％ ８０．０％ ８２．２％ ８４．４％ 秋頃入力予定 １００％

４　推進体制の整備・強化


